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議案第１４４号 

 

川崎市都市景観条例の一部を改正する条例の制定について 

 

川崎市都市景観条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

 

平成１９年１１月２６日提出 

川崎市長 阿 部 孝 夫 

 

川崎市都市景観条例の一部を改正する条例 

川崎市都市景観条例（平成６年川崎市条例第３８号）の一部を次のように改

正する。 

目次を次のように改める。 

目次 

第１章 総則（第１条～第８条） 

第２章 景観計画（第９条～第１１条） 

第３章 景観法に基づく手続等（第１２条～第１４条） 

第４章 都市景観形成地区（第１５条～第２２条） 

第５章 着手届等（第２３条～第２５条） 

第６章 景観重要建造物及び景観重要樹木の指定の手続（第２６条） 

第７章  都市景観審議会（第２７条） 

第８章  雑則（第２８条・第２９条） 

附則 

第１条中「条例は、」の次に「景観法（平成１６年法律第１１０号。以下「法」

という。）の規定に基づく必要な事項その他」を加え、「市と市民」を「市、



 
－34－ 

市民及び事業者」に改める。 

第２条第３号中「工作物の」を「物の」に、「工作物で」を「物で」に改め、

同条第４号中「規定する屋外広告物」の次に「（以下「屋外広告物」という。）」

を加え、同条に次の２号を加える。 

(5) 建築等 法第１６条第１項第１号に規定する建築等をいう。 

(6) 建設等 法第１６条第１項第２号に規定する建設等をいう。 

第２章の章名を次のように改める。 

第２章 景観計画 

第９条を次のように改める。 

（景観計画の策定） 

第９条 市長は、都市景観の形成を推進するため、法第８条第１項に規定する

景観計画（以下「景観計画」という。）を定めるものとする。 

２ 景観計画の区域（次条第１項において「景観計画区域」という。）は、川

崎市全域とする。 

３ 市長は、景観計画を定め、又はこれを変更しようとするときは、法第９条

に定めるもののほか、川崎市都市景観審議会の意見を聴かなければならない。 

第２４条中「市長が」を「規則で」に改め、第６章中同条を第２９条とする。 

第２３条第１項中「第１１条」を「第１６条」に、「前条第１項の規定によ

り認定を受けた景観づくり市民団体」を「都市景観の形成に寄与すると認めら

れる行為を行おうとするもの」に改め、同条第２項を削り、同条第３項中「者」

を「もの」に改め、同項を同条第２項とし、同条を第２８条とする。 

第２２条を削る。 

第６章を第８章とする。 

第２１条第１項中「川崎市都市景観審議会」の次に「（以下「審議会」とい

う。）」を加え、同条第２項第１号中「都市景観形成基本計画」を「景観計画」
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に改め、同項第４号を同項第５号とし、同項第３号の次に次の１号を加える。 

(4) 景観重要建造物等の指定に関すること。 

第２１条第４項中「、市民及び市職員」を「及び市民」に、「委嘱し、又は

任命する」を「委嘱する」に改め、同条第５項中「２年」を「、２年」に改め、

第５章中同条を第２７条とする。 

 第５章を第７章とし、同章の前に次の２章を加える。 

第５章 着手届等 

（着手届） 

第２３条 法第１６条第１項の規定による届出をした者又は第２０条第１項の

規定による届出をした者は、当該届出に係る行為において、外壁の塗装その

他の外観の仕上げの工事に着手しようとするときは、あらかじめ、規則で定

めるところにより、その内容を市長に届け出なければならない。 

（完了届等） 

第２４条 法第１６条第１項の規定による届出をした者又は第２０条第１項の

規定による届出をした者は、当該届出に係る行為を完了したとき、又は中止

したときは、速やかに、規則で定めるところにより、その内容を市長に届け

出なければならない。 

（指導及び勧告） 

第２５条 市長は、前２条の規定による届出をしなかった者に対し、当該届出

をするよう指導することができる。 

２ 市長は、前項の規定による指導に従わない者に対し、当該指導に係る届出

をするよう勧告することができる。 

第６章 景観重要建造物及び景観重要樹木の指定の手続 

第２６条 市長は、法第１９条第１項に規定する景観重要建造物又は法第２８

条第１項に規定する景観重要樹木（以下「景観重要建造物等」という。）を
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指定しようとするときは、あらかじめ川崎市都市景観審議会の意見を聴かな

ければならない。 

２ 市長は、景観重要建造物等を指定したときは、直ちにその旨を公告するも

のとする。 

３ 市長は、法第２２条第１項又は第３１条第１項の許可をするに当たって必

要と認めるときは、川崎市都市景観審議会の意見を聴くことができる。 

第４章を削る。 

第１７条第１項中「第１４条各号」を「第１９条各号」に、「第１５条第２

項」を「第２０条第３項」に、「第１２条第６項に規定する」を「第１７条第

６項の規定による」に、「第１５条第１項」を「第２０条第１項」に改め、同

条第２項中「第１５条第３項」を「第２０条第７項」に改め、第３章中同条を

第２２条とする。 

第１６条第１項中「前条第１項」の次に「又は第６項」を加え、同条第２項

中「審議会」を「川崎市都市景観審議会」に改め、同条第３項中「前条第１項」

の次に「又は第６項」を加え、「１０日」を「４週間」に改め、同項ただし書

中「審議会」を「川崎市都市景観審議会」に改め、同条第４項中「前条第１項」

の次に「又は第６項」を加え、同条を第２１条とする。 

第１５条の見出し中「届出」を「届出等」に改め、同条第１項中「係る法令

上の手続」の次に「（法第１６条第１項の規定による届出を除く。）」を加え、

同条第２項及び第３項を次のように改める。 

２ 都市景観形成地区における前条第１号に掲げる行為について、法第１６条

第１項の規定による届出をしたときは、前項の規定による届出をしたものと

みなす。 

３ 第１項の規定にかかわらず、国の機関又は地方公共団体が行う行為につい

ては、同項の規定による届出をすることを要しない。この場合において、当
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該国の機関又は地方公共団体は、同項の規定による届出を要する行為をしよ

うとするときは、あらかじめ、市長にその旨を通知しなければならない。 

 第１５条に次の４項を加える。 

４ 都市景観形成地区における前条第１号に掲げる行為について、法第１６条

第５項後段の規定による通知をしたときは、前項後段の規定による通知をし

たものとみなす。 

５ 市長は、第３項後段の規定による通知があった場合において、都市景観の

形成のため必要があると認めるときは、その必要な限度において、当該国の

機関又は地方公共団体に対し、景観形成方針及び景観形成基準に適合するよ

うとるべき措置について協議を求めることができる。 

６ 第１項の規定により届け出た内容を変更しようとするときは、あらかじめ、

規則で定めるところにより、その内容を市長に届け出なければならない。 

７ 都市景観形成地区における前条各号に掲げる行為が法第１６条第７項各号

（同項第１１号を除く。）に掲げる行為その他規則で定める行為に該当する

場合は、第１項及び第３項後段の規定は、適用しない。 

第１５条を第２０条とする。 

第１４条第１号を次のように改める。 

(1) 建築物の建築等又は工作物の建設等 

第１４条を第１９条とし、第１３条を第１８条とする。 

第１２条第１項中「第１０条第１項の規定により指定した」を削り、「都市

景観形成基本計画」を「景観計画」に改め、同条第２項中「当該地区において」

を「都市景観形成地区ごとに、」に改め、同項第１号及び第２号を次のように

改める。 

(1) 建築物又は工作物の形態又は色彩その他の意匠の制限に関する事項 

(2) 広告物の表示及び広告物を掲出する物件の設置に関する行為の制限に関
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する事項 

第１２条第２項第３号中「方法」の次に「に関する事項」を加え、同条第５

項中「審議会」を「川崎市都市景観審議会」に改め、同条を第１７条とし、第

１１条を第１６条とする。 

第１０条第１項中「都市景観の形成を促進する必要があると認める」を「住

民その他利害関係者（以下「関係住民」という。）による主体的な取組により

都市景観の形成の推進が期待できると認められる」に改め、同条第２項中「当

該地区の住民その他利害関係者（以下「関係住民」という。）」を「関係住民」

に、「審議会」を「川崎市都市景観審議会」に改め、同条を第１５条とする。 

第３章を第４章とする。 

第９条の次に次の２条及び１章を加える。 

（景観計画特定地区） 

第１０条 市長は、景観計画区域において、都市景観の形成を図る上で重要な

地区を、景観計画特定地区として景観計画に定めることができる。  

２ 市長は、景観計画特定地区ごとに、都市景観の形成に関する方針を景観計

画に定めるものとする。 

３ 市長は、前項の規定により定めた方針に基づき、景観計画特定地区ごとに、

次に掲げる事項のうち必要なものを景観計画に定めるものとする。 

(1) 建築物又は工作物の形態又は色彩その他の意匠の制限に関する事項 

(2) 建築物又は工作物の高さの最高限度又は最低限度に関する事項 

(3) 壁面の位置の制限又は建築物の敷地面積の最低限度に関する事項 

(4) 屋外広告物の表示及び屋外広告物を掲出する物件の設置に関する行為の

制限に関する事項 

(5) その他都市景観の形成に関し必要な行為の制限に関する事項 

（都市景観形成事業の推進） 



 
－39－

第１１条 市は、景観計画特定地区において、公共施設又は公共建築物の景観

整備その他都市景観の形成に関する事業を推進するものとする。 

第３章 景観法に基づく手続等 

（条例で定める図書） 

第１２条 景観法施行規則（平成１６年国土交通省令第１００号）第１条第２

項第４号に規定する条例で定める図書は、平面図その他の規則で定めるもの

とする。 

（条例で定める届出を要しない行為） 

第１３条 法第１６条第７項第１１号に規定する条例で定める行為は、建築物

の建築等又は工作物の建設等のうち次の各号のいずれにも該当しない行為及

び同条第１項第３号に掲げる行為とする。ただし、市長が都市景観の形成に

大きな影響を与えると認める行為については、この限りでない。 

(1) 高さが３１メートルを超える建築物の建築等又は工作物の建設等。ただ

し、都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第８条第１項第３号に規定

する高度地区（以下この号において「高度地区」という。）における建築

物の建築等又は工作物の建設等にあっては、次の表の左欄に掲げる都市計

画に定める高度地区の種別に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げる高さを超

える建築物の建築等又は工作物の建設等 

高度地区の種別 高さ 

第１種 １０メートル 

第２種 １５メートル 

第３種 ２０メートル 

(2) 建築物の鉛直投影の水平方向の長さが最も長くなる方位における当該水

平方向の長さ（増築にあっては、当該増築に係る部分の鉛直投影の水平方

向の長さが最も長くなる方位における当該水平方向の長さ）が７０メート
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ルを超える建築物の建築等 

(3) 延べ面積（増築にあっては、当該増築に係る部分の延べ面積）が１０，

０００平方メートルを超える建築物の建築等 

２ 前項第１号に規定する建築物及び工作物の高さは、それらの周囲に接する

地面のうち最も低い地面から算定し、階段室、昇降機塔、装飾塔、物見塔、

屋窓その他これらに類する建築物の屋上部分及び棟飾、防火壁の屋上突出部

その他これらに類する屋上突出物を含めて算定するものとする。 

３ 第１項第２号に規定する建築物の鉛直投影の水平方向の長さは、建築物の

うち、門及び塀を除いて算定するものとする。 

４ 第１項の規定にかかわらず、景観計画特定地区における法第１６条第７項

第１１号に規定する条例で定める行為は、同条第１項第３号に掲げる行為と

する。ただし、市長が都市景観の形成に大きな影響を与えると認める行為に

ついては、この限りでない。 

５ 第１項及び前項に定めるもののほか、法第１６条第７項第１１号に規定す

る条例で定める行為は、規則で定める。 

（特定届出対象行為） 

第１４条 法第１７条第１項に規定する条例で定めるものは、建築物の建築等

及び工作物の建設等とする。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２０年７月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の条例（以下「新条例」という。）第１３条に定めるもののほか、

景観法（平成１６年法律第１１０号。以下「法」という。）第１６条第７項

第１１号に規定する条例で定める行為は、この条例の施行の日（以下「施行
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日」という。）以後に着手する建築物（法第７条第２項に規定する建築物を

いう。以下同じ。）の建築等（法第１６条第１項第１号に規定する建築等を

いう。以下同じ。）又は工作物（新条例第２条第３号に規定する工作物をい

う。以下同じ。）の建設等（法第１６条第１項第２号に規定する建設等をい

う。以下同じ。）であって、改正前の条例（以下「旧条例」という。）第１

５条第１項又は第１９条第１項の規定による届出をしたもの及び旧条例第１

５条第２項又は第１９条第２項の規定による協議をしたもの並びに施行日か

ら平成２０年７月３０日までにおいて着手する建築物の建築等又は工作物の

建設等であって、同条第１項の規定による届出又は同条第２項の規定による

協議を要しないこととされているものとする。 

３ 施行日前に旧条例第１５条第１項又は第１９条第１項の規定によりされた

届出に係る助言又は指導については、なお従前の例による。 

４ 新条例第２０条第６項、第２３条及び第２４条の規定は、施行日以後に法

第１６条第１項の規定による届出又は新条例第２０条第１項の規定による届

出をした建築物の建築等又は工作物の建設等について適用する。 

 

 

参考資料 

 

制 定 要 旨 

 

景観法第８条第１項の規定に基づき景観計画を策定することに伴い、建築物

の建築等及び工作物の建設等に係る手続について定めること等のため、この条

例を制定するものである。 
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